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復旧・復興事業の東北地方整備局の取組



■対策14．発注ロットの拡大

○近接の間隔を１０km程度に緩和

【参考】 復旧・復興事業の施工確保対策一覧 （H29.12月時点）

発注準備
積算 入札公告

契約
着工準備期間 工事中

■対策15．地域要件の緩和（県内→東北
管内企業まで拡大）

■対策19．契約時点の最新単価に基づく
契約変更

＜対応策の目的＞
■官民の協力・連携
■発注の円滑化
■必要な費用の適正な積算
■技術者・技能者の確保
■資材の確保

＞＞＞ ＞＞＞ ＞＞＞ ＞＞＞

■対策１．復興まちづくりにおけるＣＭ
方式の活用

○ 復旧・復興事業の円滑な施工を確保するため、様々な対策を実施。 ※ 一般土木工事対象

■対策16．地元企業の参加可能額の拡大
（Ｂ＋Ｃ）、（拡大Ｃ）

赤枠 東北地整における運用

■対策６．実勢価格を反映した公共工事設
計労務単価の改定

■対策２．事業促進ＰＰＰの企画導入

工事着手前

＜事業推進体制の強化＞

＜建設資材対策＞

■対策３．「建設資材対策東北地方連絡会」
資材需給情報共有・調整

※資材/地区別分会も開催

■対策４．<生コン対策>
砂確保（ストックヤード確保・域外調達）

■対策５．<生コン対策>
・ｺﾝｸﾘｰﾄ製品等への転換
・港湾工事におけるミキサー船導入

■■対策28．発注見通し統合
（H25.11.1～）

H29.4) 

○<生コン対策>
・仮設公共プラント設置

（宮古H26.8-H29.12・釜石H26.9-H29.4) 

○「災害公営住宅専門部会」設置

○H25.4 被災三県前年度比 約21％UP

○被災3県全工事に運用拡大（H26.1～）

○H26.2 被災三県H25.4比 約8％UP

■対策21．一人の主任技術者による２以上
の工事現場の管理

□前回会議（H28.12）以降の対策■対策34．<鉄筋・型枠工確保対策>
・プレキャスト製品へ転換 (H26.2～)

○ひっ迫する生ｺﾝ用骨材
川砂（河川・ダム湖）を供給支援

■対策37．<鉄筋・型枠工確保対策>
・鉄筋、型枠工の省力化施工提案の試行

を実施 (H26.6～)

＜技能労働者確保対策＞

（凡例）

○H27.2 被災三県H26.2比 約6％UP
■対策22．技術者及び現場代理人の配置

緩和措置の適切な活用
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○H28.2 被災三県H27.2比 約8％UP

■対策17．復興ＪＶ活用

■対策18．｢技術提案一括審査方式」導入

○複数受注可方式に拡大（H26.1～H28.9

■対策７．不調不落の発生状況を踏まえ施
工歩掛の見積活用による積算

○H26.6被災三県の特定工種で見積り対
象を材料単価・機械経費にも拡大

■対策20．工期における余裕期間の設定

○施工能力評価型に適用拡大○H26.9対象工種を更に拡大

■対策８．資材の積算単価に毎月公表され
る速報価格を採用

■対策９．宿舎設置に伴う費用の積上計上

■対策10．地域外からの労働者確保に関
する間接費補正

■対策11．施工箇所点在工事の間接費算定

○H26.4点在範囲を1km程度以上に変更

■対策12．被災地で使用する建設機械損
料（維持修繕費率）を補正

■対策13．土工とコンクリート工に復興歩掛活用

■対策33．“復興係数”による間接工事費
の補正 （H26.2～）

■対策35．小規模施工用の間接工事費率
を設定 （H26.4～）

■対策39．「特別調査」単価の情報提供。
（H27.1～）

■対策45．簡易積算注方式の導入

■対策30．総合評価（二極化）導入で入札
手続の簡素化 （H26.１～）

■対策32．補助者配置で若手技術者確保
育成（H26.1～）

○H26.9補助者配置時の技術者要件緩和

■対策46．若手技術者配置促進工事導入

■対策38．不落随契の活用（H26.4～）

■対策40．現場代理人評価の改正（H27.4～)

■対策41．一般管理費率、現場管理費率
の引き上げ改定。 （H27.4～）

■対策47．段階選抜方式(WLB評価工事)
の導入

■対策48．簡易確認方式の導入

■対策23．宿泊費等に係る間接費の設計
変更

■対策24．建設資材の遠隔地からの調達
に伴う設計変更

■対策25．物価変動等に伴うスライド変更
（インフレ／単品 スライド）

○手続き簡素化の試行（単品スライド）
（H26.2～）

■対策27．設計変更等による柔軟な運用
の実施（既契約工事への設計変更による
追加など）

■■対策29．土砂･砕石の供給先引渡し単
価の適用（精算変更） (H25.11.6～）

■対策31．監理技術者の途中交代の要件
緩和

■対策36．工事一時中止に伴う費用算定
の見直し（H26.4～）

■対策42．設計変更概算額の提示
（H27.8～）

■対策43．低入札調査基準の引き上げ
(H28.4～)

■対策44．準備期間の変更 (H28.10～)

■対策26．適切な工期延長対応

○工期延長に伴う適切な経費計上の徹
底（H26.1通知）

○工期設定の弾力的な運用（H26.2～）

○H29.3 被災三県H28.2比 約3％UP

○段階的選抜方式に拡大

■対策49．間接費補正の見直し(H29.4～）

■対策50．管理費区分の明示(H29.4～）

○低入札調査基準の引き上げ（H29.4～）

○準備期間の変更（H29.4～）
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